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抄 録 

本研究では，CVM を用いて公立図書館の直接的利用価値を推計するとともに，コンジョイント分

析を用いた既存の調査結果との比較を行うことを目的とする。1,108 名を対象とした分析の結果，

より高水準のサービスを提供する図書館に対する平均支払い意思額は 375円であり，標準的な図

書館に対する平均支払い意思額は 340 円であった。また，家計所得が支払い意思額に有意な影

響を与えていること等が明らかになった。 

 

1. 背景と目的 

 費用便益分析（cost-benefit analysis：CBA）は，

政府や自治体の公共投資について，コミュニティ

およびその構成員全体で負担しなければならな

いあらゆる費用と，同じくコミュニティの構成員全

体が享受することのできるあらゆる便益とを，それ

ぞれ推計し比較することによって，当該政策や施

策の経済的合理性を検証するための手法であり，

その理論的起源は 1844 年の Dupuit
1)による論考

にまで遡ることができる。 

 費用便益分析の実施事例は増加傾向にあると

ともに，その適用範囲も従来からの大規模公共事

業等にとどまらず，様々な分野に拡大している。

その背景として，長引く不況下における政府・自

治体の財政力の弱体化，公共部門の縮小あるい

は効率性向上への期待，行政評価や情報公開

制度といった政策過程の透明性の確保といった

諸要因が挙げられるであろう。 

 こうした状況の中で，実務面においては，公共

事業の計画・評価を実施するための費用便益分

析の技術指針やガイドライン等の策定が積極的

に行われており 2)，研究面では，環境経済学分野

や交通経済学分野において，価格を持たない非

市場財の便益測定手法が開発・精錬され，数多

の実証事例が蓄積されている 3)。 

 一方，図書館もしくは図書館サービスを対象とし

た費用便益分析は，図書館情報学分野における

古典的な問題意識の一つであるが，かつては，そ

の適用事例は，専門図書館（とくに企業図書館）

が多く，公共・大学・学校図書館を対象としたもの

が少ないこと 4)，数多くの既往事例が存在するも

のの，充分に信頼性の高い分析はいまだ実施さ

れていないことなどが指摘されてきた 5)。 

 しかしながら，Aabø
6)によれば，1990 年代後半

以降，多様な社会科学分野の研究成果を背景と

した図書館マネジメントに関する新たな研究領域

が形成されるようになり，欧米を中心として，図書

館の経済価値の測定や投資収益分析（return on 

investment：ROI）などの調査・研究が数多く公表

されるようになったことが述べられている。加えて，

Aabøのレビューした 38事例のうち 32件（84.2％）

までが公共図書館を対象としたものであった。こ

のほかにも，21 世紀に入って，この種のレビュー

論文やマニュアル類が頻繁に刊行されるようにな

った 7),8), 9),10)。 

 しかしながら，日本においては，図書館の経済

価値を測定しようとする研究はいまだ多いとは言

えない。そこで筆者らは，2010年に，コンジョイント

分析を用いて公立図書館の設置と運営に関わる

諸属性に対する市民の支払い意思額を推定する

とともに，その手法の適用可能性について検証を

行った 11)。 

 本研究では，その問題意識を引き受け，CVM

（contingent valuation method：仮想評価法）を用

いて，類似のサンプルを対象として，公立図書館

の利用価値に対する市民の支払い意思額を推計

するとともに，既往調査の結果との比較を行うこと

を目的とする。 

 

2. 既往研究 

 図書館（サービス）を対象とした費用便益分析や

投資収益分析を遂行する際の最も大きな課題は，



価格を持たないサービスの価値を，どのようにして

貨幣尺度によって測定するかという点にあることは

言を待たない。一般に，公立図書館の提供する

サービスには対価の徴収されることがないため，

利用者のサービスに対する価値認識を把握する

ことは困難である。したがって，非市場財に対する

既存の種々の測定手法を図書館向けにカスタマ

イズするか，あるいは，新たに開発する必要があ

ると言える。 

 非市場財の経済価値の測定手法には，大別し

て「顕示選好法（revealed preference method）」と

「表明選好法（stated preference method）」とがある。

前者が市場における消費行動を観察することによ

って間接的に非市場財の価値を測定しようとする

手法であるのに対して，後者は消費者（利用者）

に直接的に非市場財の価値を尋ねるというもので

あるため，理論上，どのような財やサービスについ

ても適用可能であるという点でロバストな手法であ

ると言えるだろう。 

 顕示選好法の代表的な手法としては「代替法」，

「トラベルコスト法」，「ヘドニック法」があり，とりわ

け，代替法とトラベルコスト法については，図書館

への適用可能性が高く，比較的早い時期から図

書館を対象とした既往事例が散見される。一方で，

表明選好法の代表的な手法には「CVM」と「コン

ジョイント分析」があり，これらが図書館に適用され

るようになったのは，比較的最近のことである。 

 CVM とコンジョイント分析との主たる相違点は，

CVM が諸属性の集合体としての図書館や図書

館サービスを一括して評価対象とするのに対し，

コンジョイント分析は，それらの諸属性ごとの支払

い意思額を逐一推計するものであるという点にあ

ると言える（ただし，属性ごとの価値を測定する

CVM も開発されている）。 

 

3．方法論 

3.1 支払い意思額と受け入れ補償額 

 CVMの基本的なアイデアは，評価対象となる非

市場財に関する仮想的なシナリオを回答者に提

示し，支払い意思額（willingness to pay：WTP），

あるいは，受入れ補償額（willingness to accept 

compensation：WTA）を尋ねようとするものである。

既往研究から，一般に，WTP＜WTA の成立する

ことが知られており，その要因を検証しようとした

調査も少なくない。例えば，行動経済学分野にお

ける Kahneman
12)の「プロテスタント理論」，すなわ

ち，同じ金額であっても得る場合（get）と失う場合

（lost）とでは，心理的な価値観にギャップの存在

することをその論拠とするものもある。 

 CVM を実施する際の最も権威あるガイドライン

の一つである『Report of the NOAA Panel on 

Contingent Valuation』13)では“控えめな”評価が推

奨されていることから，本研究においても WTA で

はなくWTPを採用した。 

 

3.2 評価対象 

 一概に，公立図書館と言っても，そこには多様

な価値が存在しており，それらは相互背反の概念

ではない。永田ら 14)は，非市場財に関する五つの

価値，すなわち，「直接的利用価値」，「間接的利

用価値」，「オプション価値」，「遺贈価値」，「存在

価値」を図書館サービスの様々な機能と対応させ

ている。本研究では，複数の価値を尋ねることに

よって図書館の価値を二重に評価してしまい，過

剰評価に陥ることへの危惧や，回答者への伝達

バイアスを回避するために，公立図書館の「直接

的利用価値」のみを評価対象とした。 

 

3.3 支払い方式と回答方式 

 CVM における支払い手段には，「料金による支

払い」，「寄付金による支払い」，「税金による支払

い」の三種類が存在する。公共図書館における外

部商用データベースサービスの経済価値を推計

した永田ら 14)の調査では，「税金方式」のバリエー

ションである「税再配分方式」（家計の税負担額に

変化はなく，他の公共サービスへの配分額が減

少し，図書館サービスに再配分される）が採用さ

れている。筆者らによる前調査 11)でも同様の回答

方式を用いている。 

 一方，本研究では，上記の中から，料金による

支払い方式を選択した。その理由としては，（1）直

接的利用価値を尋ねる際に最も適した回答方式

であると考えられること，（2）永田ら 14)が指摘して

いるように，欧米などと異なり，日本では，図書館

への寄付行為が，かならずしも一般化していると

はいえないこと，（3）税金方式や税再配分方式の

場合，回答者が自身の表明した対価の解釈を直

感的に理解することが困難となる可能性のあるこ

と，（4）最も“控えめな”評価結果が見込まれるで

あろうこと，などが挙げられる。 

 一方，支払い意思額を尋ねる際にも，いくつか

の回答方式が存在する。具体的には，（a）自由回

答方式，（b）付け値ゲーム方式，（c）支払いカード

方式，（d）二項選択方式などであり，それぞれ固



有のバイアスの存在が指摘されている 3)。これらの

うち，現在のところ，最も調査バイアスが少ないと

考えられているのが，同じ回答者に対して，二項

選択質問を二度実施する「二段階二項選択方式」

であり，本研究においてもこれを採用した。 

 

3.4回答者とデータ収集 

 通常，CVM は特定の自治体あるいは特定の図

書館を対象として実施することが一般的であるが，

本研究では，コンジョイント分析による調査結果と

の比較のため，ならびに，CVM の頑強性を検証

するために，ひろく全国から回答者を募ることとし

た。そのため，インターネット調査を実施し，1,108

名の回答者を得た。回答者は学生を除く成人とし，

「性別」，「年代」，「図書館の利用頻度」について

偏りのないようスクリーニングを行った（→表 1）。こ

のほか，「職業」「既婚／未婚」，「子どもの有無」，

「居住地域」，「家計の年収」，「個人の年収」など

についても併せて尋ねている。 

 

3.5 仮想的シナリオ 

 調査では，3.3の手続きによって募集した回答者

に対して，下記のような仮想的なシナリオを提示し

た。 

 

 現在，日本には約 3,200館の公共図書館が存在し

ています。 

 地方公共団体の設置する公共図書館は，「図書

館法」により，入館料や資料の利用に対して料金を

徴収してはならないことが規定されており，これらの

公共図書館は主に税金によって運営されています。 

 このことは，公共図書館の利用者（＝受益者）が

直接的に料金を負担するのではなく，市民全体が

図書館の設置・運営のための費用を負担しているこ

とを意味します。 

 では仮に，無料で利用できる公立の図書館が存

在せず，図書館の設置・運営のための費用は，図

書館の利用者（＝受益者）が直接的に負担するとい

う状況を想定してみてください。 

 ただし，この場合であっても，図書館の設置は営

利目的でおこなわれるのではなく，市民の教養，調

査研究，レクリエーション等の生涯学習に資するこ

とを目的とする非営利組織として運営されるものと

想定してください。このような状況において，あなた

は，以下のような仮想的な図書館を利用する場合，

どの程度の金額までならば支払っても良いと考えま

すか？ 

 

 なお，本研究では，

個別のサービスにつ

いてではなく，図書館

全体の直接的利用価

値を尋ねることを目的

としている。そこで，

「蔵書冊数」，「所蔵雑

誌種数」，「開館時間」，

「貸出条件（冊数）」，

「貸出条件（期間）」の五つの属性に

ついて，より高水準のサービスを提供

する「図書館タイプ 1」と，都市部の標

準的サービスを提供する「図書館タイ

プ 2」を設定した（→表 2）。 

 回答者は二つのグループに分割し，

グループAには，「図書館タイプ 1」を，

グループ Bには，「図書館タイプ 2」を

提示した。 

 グループ A とグループ Bは，それぞれ，三つの

サブグループに分割し，「500 円」，「1000 円」，

「1500 円」の三タイプの初期提示金額を示された。

仮に，その金額を支払うことを受諾した場合は，

二回目により高い金額を，支払うことを拒否した場

合は，二回目により低い金額を提示した。その結

果を表 3および表 4に示す（→表 3，表 4）。 

（1）過去1ヶ月以内に、複数回、公共図書館を利用した 249 (22.5%)

（2）過去1ヶ月以内に、少なくとも一度は、公共図書館を利用した 123 (11.1%)

（3）過去6ヶ月以内に、少なくとも一度は、公共図書館を利用した 193 (17.4%)

（4）過去1年以内に、少なくとも一度は、公共図書館を利用した 179 (16.2%)

（5）過去1年間は、公共図書館を利用していない 297 (26.8%)

（6）これまで、公共図書館を利用したことがない 67 (6.0%)

表1. 公共図書館の利用頻度

図書館タイプ1 図書館タイプ2

蔵書冊数 500,000冊 100,000冊

所蔵雑誌種数 500誌 100誌

開館時間 10:00-20:00 (10時間) 10:00-18:00 (8時間)

貸出条件（冊数） 20冊まで 10冊まで

貸出条件（期間） 3週間 (21泊22日) 2週間 (14泊15日)

表2. 二種類の図書館サービスモデル



 なお，提示金額については，図書館の設置・運

営にかかわる平均費用，博物館類似施設入館料，

複合カフェ利用料金 15)，映画館の入館料などを

参考として設定した。 

 

4．結果と考察 

 3 章で述べた方法で収集したデータに基づいて

生存分析（ワイブル回帰）による支払い意思額の

推定を行った。分析には CVM2002を用いた。 

 分析の結果，より高水準のサービスを提供する

図書館に対する平均支払い意思額は約 375円で

あり，標準的な図書館に対する平均支払い意思

額は約 340円であった。 

 また，コンジョイント分析による図書館設置への

税支払い意思では，利用頻度と家計所得が支払

い意思額に有意な影響を与えていたが，今回は，

家計所得のみが有意な影響を与えることが明らか

になった。これは直接利用価値に対する利用料

金を尋ねたことによって高頻度利用者の支払い

意思額が低く抑えられたからではないかと推察さ

れる。 
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二回目提示額 二回目提示額

(upper) (lower)

500円 750円 250円 8 (4.3%) 41 (22.2%) 28 (15.1%) 108 (58.4%) 185 (100%)

1,000円 1,250円 750円 3 (1.6%) 15 (8.2%) 1 (0.5%) 165 (89.7%) 184 (100%)

1,500円 2,000円 1,000円 4 (2.2%) 8 (4.3%) 22 (11.9%) 151 (81.6%) 185 (100%)

二回目提示額 二回目提示額

(upper) (lower)

500円 750円 250円 5 (2.7%) 38 (20.5%) 32 (17.31%) 110 (59.5%) 185 (100%)

1,000円 1,250円 750円 5 (2.7%) 8 (4.3%) 5 (2.7%) 166 (90.2%) 184 (100%)

1,500円 2,000円 1,000円 3 (1.6%) 8 (4.3%) 14 (7.6%) 160 (86.5%) 185 (100%)

表3. 図書館タイプ1に対する提示額別の回答

初回提示額 Yes/Yes Yes/No No/Yes No/No 回答計

表4. 図書館タイプ2に対する提示額別の回答

初回提示額 Yes/Yes Yes/No No/Yes No/No 回答計


